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基本的方向１：社会全体で教育の向上に取り組む

関係資料



■ 地域の教育力について（意識調査）
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個人主義が浸透してきているので
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　　　　　地域が安全でなくなり、子どもを他人と
交流させることに対する抵抗が増しているので

近所の人々が親交を深められる
機会が不足しているので

人々の居住地に対する
親近感が希薄化しているので

母親の就労が増加しているので

その理由

※１４項目の中から３つまで選択。上記グラフは上位５項目の回答率。出典 「地域の教育力に関する実態調査」（平成18年）
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■ 家の人や学校の先生以外の大人から注意された経験

家の近くにいる大人との関わり
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してくれる
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自分の家に入れなかったとき，
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困っている時に，近所の人は
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家の人や学校の先生以外の大人から注意された経験のある青少年が少ない。家の人や学校の先生以外の大人から注意された経験のある青少年が少ない。

※ 調査対象：小学２・５年生、中学２年生

出典：文部科学省委託「地域の教育力に関する実態調査」（平成18年） ３



「社会のルールを守ることを教える」について「積極的に関わるべき」が６割以上と最も
高いが、その他の項目についても地域が果たすべき役割と期待。

「社会のルールを守ることを教える」について「積極的に関わるべき」が６割以上と最も
高いが、その他の項目についても地域が果たすべき役割と期待。

出典：文部科学省委託「地域の教育力に関する実態調査」（平成18年）
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■ 子ども（小・中学生）を育てる上で地域が果たすべき役割
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出典：野村総合研究所「生活者１万人アンケート調査（２００３年）

※有効回答者数：１５～６９歳までの男女１０,０６０人（訪問留置法）

教育を含め、様々な地域活動へ参加している人の割合は、各分野とも総じて低い割合
にとどまっており、特に10代、20代の参加率が低い。

教育を含め、様々な地域活動へ参加している人の割合は、各分野とも総じて低い割合
にとどまっており、特に10代、20代の参加率が低い。

■ 地域活動への大人の参加状況

Ｎ
地域活動
（趣味）

地域活動
（健康・ス
ポーツ）

地域活動
（教育・文

化）

地域活動
（環境美

化）

地域活動
（交通安

全）

地域活動
（防犯・防

災）

地域活動
（福祉・保

健）

地域活動
（祭りなど
催し物）

その他
地域活動
参加なし

Total 10060 7.2% 22.0% 11.1% 14.5% 5.1% 7.4% 5.5% 30.6% 2.3% 43.4%

男性１０代 270 1.1% 21.1% 3.7% 4.1% 1.9% 1.9% 1.5% 22.6% 0.0% 56.7%

男性２０代 561 3.7% 12.1% 3.6% 5.3% 1.1% 4.5% 2.1% 16.2% 1.4% 66.5%

男性３０代 752 1.7% 17.6% 9.6% 9.8% 2.8% 7.0% 1.6% 27.5% 1.2% 52.8%

男性４０代 898 4.3% 28.5% 19.0% 17.5% 6.2% 10.5% 2.9% 34.3% 2.1% 37.2%

男性５０代 1071 4.3% 22.0% 7.2% 21.8% 6.6% 11.5% 4.7% 33.5% 2.6% 41.4%

男性６０代 1086 10.9% 25.9% 4.7% 22.1% 8.7% 12.2% 7.2% 29.7% 3.9% 37.9%

女性１０代 255 2.0% 12.2% 3.9% 4.7% 1.2% 2.4% 3.9% 28.6% 0.4% 59.6%

女性２０代 691 2.3% 9.1% 5.6% 5.2% 1.0% 1.2% 3.0% 21.3% 0.4% 64.5%

女性３０代 1092 5.2% 21.0% 26.7% 10.9% 6.5% 4.5% 2.6% 38.6% 1.5% 38.7%

女性４０代 1091 9.4% 25.0% 22.4% 17.1% 8.5% 6.6% 5.2% 37.5% 2.2% 32.6%

女性５０代 1241 12.7% 24.3% 6.0% 15.5% 2.6% 7.7% 8.9% 30.3% 3.0% 39.4%

女性６０代 1052 14.3% 27.6% 5.6% 16.0% 5.0% 7.6% 14.3% 28.8% 4.2% 37.1%

５



■ コミュニティ・スクールの指定状況

６

※平成20年度以降の指定予定・検討状況は、平成20年2月1日現在の文部科学省調査による。

公立学校における学校運営協議会制度(コミュニティ・スクール)の指定(予定)状況
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出典：内閣府「平成１８年度版」男女共同参画白書

（備考） １．OECD [Employment outlook 2001]、総務省「社会生活基本調査」（平成１３年）より作成

２．５歳未満（日本は６歳未満）の子供のいる夫妻の育児、家事労働及び稼得労働時間

３．妻はフルタイム就業者（日本は有業者）の値、夫は全体の平均値

４．「家事」は、日本以外については[Employment outlook 2001]における「その他の無償活動」

５．日本については「社会生活基本調査」における「家事」、「介護・看護」及び「買い物」の合計の値であり、

日本以外の「仕事」は、 [Employment outlook 2001]における「稼得労働」の値

■ 育児期にある夫婦の育児、家事及び仕事時間の各国比較

育児時間について、諸外国と比較して比較的小さい（特に男性）。育児時間について、諸外国と比較して比較的小さい（特に男性）。

７
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たまに言われる たまに言われる言われない 言われない言われる言われる

出典：
子どもの体験
活動研究会

「子どもの体
験活動等に
関する国際
比較調査」

テレビを見
すぎだから
やめなさい

友達と仲
良くしなさ
い

うそをつか
ないように
しなさい

※小学校５年生
中学校２年生

■ 親のしつけに対する国際比較

国際的に日本は保護者がこどもへのしつけを行う機会が少ない。国際的に日本は保護者がこどもへのしつけを行う機会が少ない。
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■ 公立中学校における職場体験の実施状況（平成19年度）

A B A B A B A B A B A B A B

178校 586校 143校 237校 243校 79校 17校 13校 50校 20校 0校 3校 631校 938校

28.2% 62.5% 22.7% 25.3% 38.5% 8.4% 2.7% 1.4% 7.9% 2.1% 0.0% 0.3% 6.5% 52.4%

1,383校 65校 2,172校 71校 2,493校 21校 297校 1校 1,903校 6校 47校 0校 8,295校 164校

16.7% 39.6% 26.2% 43.3% 30.1% 12.8% 3.6% 0.6% 22.9% 3.7% 0.6% 0.0% 85.8% 9.2%

136校 347校 235校 193校 224校 96校 41校 21校 97校 22校 8校 8校 741校 687校

18.4% 50.5% 31.7% 28.1% 30.2% 14.0% 5.5% 3.1% 13.1% 3.2% 1.1% 1.2% 7.7% 38.4%

1,697校 998校 2,550校 501校 2,960校 196校 355校 35校 2,050校 48校 55校 11校 9,667校 1,789校

17.6% 55.8% 26.4% 28.0% 30.6% 11.0% 3.7% 2.0% 21.2% 2.7% 0.6% 0.6% 100.0% 100.0%

６日以上学年

実　　　施　　　期　　　間
合計

１日 ２日 ３日 ４日 ５日

１年生

２年生

３年生

小計

95.8% (94.1%)10,089校 (10,124校) 9,667校 (9,528校)

公立中学校数 実施学校数 実施率

学校別実施状況

学年別・期間別実施状況

※（ ）は18年度の数値

※実施期間は、実際に事業所等で体験活動を行う期間とし、事前・事後の指導等の時間（期間）は含めない。

※A欄は職場体験を実施している主たる学年（最も日数の多い学年）の学校数。Ｂ欄は複数の学年で職場体験を実施している学校で、
A欄を除く学年の学校数

（出典）国立教育政策研究所生徒指導研究センター ９



■ 大学等におけるインターンシップ実施状況

調査時期：平成20年4月

調査期間：平成19年4月～平成20年3月

調査対象：全国公私立の大学・短大・高専において、単位認定を行う授業科目として実施されているインターンシップ
１０

実施校・実施率の推移
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0%

10%

20%
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60%

70%

80%

90%

100%

実

施

率

（
％

）

大学 104 107 143 186 218 281 317 384 418 447 482 504

短大 36 39 57 81 108 127 117 139 155 157 162 170

高専 31 35 39 48 52 54 57 57 57 60 60 61

大学実施率 17.7% 18.3% 23.7% 29.9% 33.5% 41.9% 46.3% 55.0% 59.0% 62.5% 65.8% 67.7%

短大実施率 6.4% 7.0% 10.3% 14.7% 21.1% 23.4% 23.9% 29.9% 35.3% 37.8% 40.6% 43.6%

高専実施率 50.0% 56.5% 62.9% 77.4% 83.9% 87.1% 90.5% 90.5% 90.5% 95.2% 98.4% 100%

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19
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5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成2年度 平成5年度  平成8年度 平成11年度 平成14年度 平成17年度

公民館 図書館 博物館 その他の施設

社会教育調査等から作成

■ 社会教育施設の現状

社会教育施設数の推移は横ばいであるが、利用者における若者が占める割合は少ない社会教育施設数の推移は横ばいであるが、利用者における若者が占める割合は少ない

（社会教育施設数）

4.4%

7.3%

3.4%

11.0%

13.3%

7.6%

14.9%

15.7%

10.4%

14.9%

15.6%

12.8%

18.0%

16.4%

19.3%

36.7%

31.6%

46.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

博　物　館

図　書　館

公　民　館

10代 20代 30代 40代 50代 60代以上

◇社会教育施設の利用者の年齢構成

出典：学習活動やスポーツ、文化活動等
に係るニーズと社会教育施設等に
関する調査

１１

区　　　　　分 平成2年度 平成5年度  平成8年度 平成11年度 平成14年度 平成17年度

公 民 館 17,347 17,562 17,819 18,257 17,947 17,143

図 書 館 1,950 2,172 2,396 2,593 2,742 2,979

博 物 館 799 861 985 1,045 1,120 1,196

青 年 の 家 422 411 409 405 393 350

少 年 自 然 の 家 278 294 304 311 325 311

視聴覚センター・ライブラリー 859 868 872 864 842 810

女 性 教 育 施 設 213 224 225 207 196 190



■ 週に１回以上運動・スポーツを行った者の割合の推移

（出典）内閣府「体力・スポーツに関する世論調査」に基づく文部科学省推計
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日本の社会人学生比率2.7％

ＯＥＣＤ平均：２０．６％

■ 大学型高等教育機関への25歳以上（社会人）の入学者の割合

日本はOECD諸国で最も高等教育機関（大学）の社会人の比率が最も少ない。日本はOECD諸国で最も高等教育機関（大学）の社会人の比率が最も少ない。

OECD教育データベース等より作成
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基本的方向２：個性を尊重しつつ能力を伸ばし、個人として、社会の
一員として生きる基盤を育てる

関係資料



平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

教科書

教職員配置

先行実施
（移行措置）

小学校
全面実施 中学校

全面実施

検定
基準

見直し

検定
基準

見直し

小学校
編集

小学校
編集

検定
検定

使用
使用

採択供給
採択供給

使用
使用

採択供給
採択供給

検定
検定中学校

編集

中学校
編集

先行実施（移行措置）・全面実施にかかる措置

小学校外国語
（教材、研修、ALT等）

「英語ノート」試行
「英語ノート」試行

「英語ノート」使用
「英語ノート」使用

教員研修の実施、ＡＬＴの配置
教員研修の実施、ＡＬＴの配置

「英語ノート」使用
「英語ノート」使用

教員研修の実施、ＡＬＴの配置
教員研修の実施、ＡＬＴの配置

武道必修化〈中学〉
（施設設備、研修等）

施設設備の整備
施設設備の整備

教員研修の実施
教員研修の実施

施設設備の整備
施設設備の整備

教員研修の実施
教員研修の実施

定数改善1,195人
非常勤7,000人

定数改善1,195人
非常勤7,000人

理科支援員〈小学〉 理科支援員配置
理科支援員配置

理科支援員配置
理科支援員配置

補助教材等
（算数・数学、理科）

補助教材

作成・配布
補助教材配布・使用

（小学校）
（中学校）

道徳教材

教材検討（内容、国庫補助等）
教材検討（内容、国庫補助等）

「心のノート」改訂
「心のノート」改訂 「心のノート」

作成・配布

「心のノート」
作成・配布 「心のノート」等の教材使用

「心のノート」等の教材使用

■ 学習指導要領の円滑な実施を図るための条件整備
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■ 我が国の子どもたちの学力と学習の状況①

教科に関する調査の結果

○過去の調査の結果と比較して、

・勉強が好きな割合は増加傾向

・学習時間や読書時間が増加傾向

・基本的生活習慣（「朝食を食べる」、「学校に

行く前に持ち物を確認する」など）に改善傾向

○これらの項目等で、肯定的な回答をした小
中学生ほど正答率が高い傾向

○ただし、Ｈ２０調査では、Ｈ１９と比べて児童
生徒の学習に対する関心・意欲の一部が低く
なっていることに注意が必要

全国学力・学習状況調査の調査結果から

○ＰＩＳＡ調査はＯＥＣＤが15歳児（我が国では
高校1年生）を対象に実施する調査

○2003年調査と同様、科学的リテラシーは国
際的に見て上位、読解力はＯＥＣＤ平均と同程
度。

○数学的リテラシーはＯＥＣＤ平均より高得点
のグループであるものの、平均得点は低下。

○科学への興味・関心や科学の楽しさを感じて
いる生徒の割合が低く、観察・実験などを重視
した理科の授業を受けていると認識している生
徒の割合が低い。

ＯＥＣＤ生徒の学習到達度調査（ＰＩＳＡ２００６）の結果から

科学的リテラシー

平均得点の
２００３年

調査との比較

国際的な
位置付け

（※） （）内は２００３
年調査の順位。

読解力 数学的リテラシー

全体の平均得点では比較
できない

前回との共通問題では変化なし

上位グループ ＯＥＣＤ平均と同程度
OECD平均より

高得点のグループ

２００３年の平均得点
と変化なし

２００３年の平均得点
より低下

３位／30ヵ国 １２位／30 ６位／30

６位/５７ヵ国・地域 １５位／５７ １０位／５７

（２位/３０）

（２位/４１）

（1２位/３０）

（14位/４１）

（４位/３０）

（６位/４１）

ＯＥＣＤ加盟国中

全参加国中

児童生徒質問紙の結果

知識・技能を
活用する力
に課題

知識・技能の
定着に一部
課題

「知識」

「活用」

＜出題の傾向＞
「これまでの調査で課
題の見られた内容の
問題」や「解答に当っ
てより正確な理解が
必要な問題」を多く出
題

相当数の児童生
徒が今回出題し
ている内容を概
ね理解

知識・技能を活
用する力に課題

平成19年度平成19年度 平成20年度平成20年度
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学校外での一日の時間の過ごし方（ＴＩＭＳＳ２００３・中学校２年）学校外での一日の時間の過ごし方（ＴＩＭＳＳ２００３・中学校２年）
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1.0
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宿題をする テレビやビデオを見る 家の仕事（手伝い）をする

一
日
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平
均
時
間

日本

国際平均値

（最短）

（最長）

学習への興味･関心（ＰＩＳＡ２００６・質問紙調査）学習への興味･関心（ＰＩＳＡ２００６・質問紙調査）

日本, 50%

国際平均
値, 63%
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40%

50%

60%

70%

科学で学ぶことに興味がある生徒の割合

■ 我が国の子どもたちの学力と学習の状況②

○TIMSS2003とは、国際教育到達度
評価学会（IEA）の「国際数学・理科
教育動向調査の2003年調査 」の略
称である

○TIMSS2003には46か国/地域が参加

○調査対象は日本では小学校第4学年、
中学校第2学年
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（出典）文部科学省「体力・運動能力調査」、「学校保健統計調査」

■ 我が国の子どもたちの体力・体格の現状

子どもの運動能力は昭和６０年と比較して低下している一方、身長・体重は増加している。子どもの運動能力は昭和６０年と比較して低下している一方、身長・体重は増加している。

○昭和６０年との比較（左：昭和６０年、右：平成１９年）

５０m走 ソフトボール投げ
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身長 体重

男子（11歳） 女子（11歳） 男子（11歳） 女子（11歳）

男子（11歳） 女子（11歳） 男子（11歳） 女子（11歳）
１８



■ 児童生徒の読書活動の状況

10.5 8.9 9.3
7.0 5.9 6.0

43.7
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18.8
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67.0
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小学生
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【1ヶ月に1冊も本を読まない児童生徒の割合】

全国学校図書館協議会・毎日新聞社「第５２回学校読書調査」
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【児童生徒の１ヶ月間平均読書冊数】
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5,365
6,799
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8,784

10,376 9,903

21,077

14,872

7,556

4,547

2,550
1,288
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小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３ 高１ 高２ 高３

■ いじめの状況

○

いじめの認知（発生）件数の推移

２０

いじめの認知（発生）件数［推移］
いじめの認知件数(計101,127人)

9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

小学校 16,294 12,858 9,462 9,114 6,206 5,659 6,051 5,551 5,087 60,897 48,896

中学校 23,234 20,801 19,383 19,371 16,635 14,562 15,159 13,915 12,794 51,310 43,505

高等学校 3,103 2,576 2,391 2,327 2,119 1,906 2,070 2,121 2,191 12,307 8,385
特殊教育諸学校 159 161 123 106 77 78 71 84 71 384 341

計 42,790 36,396 31,359 30,918 25,037 22,205 23,351 21,671 20,143 124,898 101,127

文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」
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中学校

万件

平成6年度から調査方法を
改めたため、それ以前との
単純比較はできない

平成18年度から
国私立学校も調
査

このほか、特別支援学校341件

（平成19年度の国公私立小・中・高校）



■ 学校内外の暴力行為の状況

２１

202 315 470 834
1,309

1,981

10,321

13,500
14,202

6,756

4,158

2,376
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９年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

小学校 1,432 1,706 1,668 1,483 1,630 1,393 1,777 2,100 2,176 3,803 5,214

中学校 21,585 26,783 28,077 31,285 29,388 26,295 27,414 25,984 25,796 30,564 36,803

高等学校 5,509 6,743 6,833 7,606 7,213 6,077 6,201 5,938 6,046 10,254 10,739

合計 28,526 35,232 36,578 40,374 38,231 33,765 35,392 34,022 34,018 44,621 52,756

暴力行為の加害児童生徒数(計５６,４２４人)

学校内における暴力行為発生件数［推移］
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平成9年度から調査方法を
改めたため、それ以前との
単純比較はできない

平成18年度から
国私立学校も調
査

文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」

（平成19年度の国公私立小・中・高校）

○ 学校内外における暴力行為発生件数の推移
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■ 不登校の状況

２２
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中学校

小学校
23,926

105,328

万人

年度

小中不登校児童生徒数［推移］ 平成1９年度の学年別内訳

年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

小学校 19,498 20,765 26,017 26,047 26,373 26,511 25,869 24,077 23,318 22,709 23,825 23,926

中学校 74,853 84,701 101,675 104,180 107,913 112,211 105,383 102,149 100,040 99,578 103,069 105,328

合計 94,351 105,466 127,692 130,227 134,286 138,722 131,252 126,226 123,358 122,287 126,894 129,254

○国・公・私立小中学校における不登校児童生徒の推移

○国・公・私立高等学校における不登校（平成１９年度）

不登校生徒数 53,041人（出現率1.56％）

文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」



■ スクールカウンセラー等配置校、予算額、配置人数の推移

（出典）文部科学省調べ

２３

　 (単位：校）

　　 年度
区分

Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９

小学校 29 97 186 373 602 776 1,497 2,607 1,599 1,823 1,906 1,697 1,988

中学校 93 337 654 995 1,096 1,124 2,634 3,460 4,778 5,969 7,047 7,692 8,839

高等学校 32 119 225 293 317 350 275 505 564 693 594 769 633

派遣校数 154 553 1,065 1,661 2,015 2,250 4,406 6,572 6,941 8,485 9,547 10,158 11,460

(単位：百万円）

予算額 307 1,100 2,174 3,274 3,378 3,552 4,006 4,495 3,994 4,200 4,217 5,814 4,125

予算上の配置校
(中学校） 154 506 1,000 1,506 1,554 1,643 3,750 5,500 7,000 8,500 9,500 10,163 10,119

予算上の配置校
(小学校） － － － － － － － － － － － － －

（単位：人）
スクールカウンセ
ラーの配置人数 1,063 1,349 1,477 1,578 1,969 2,579 3,183 3,681 4,140 4,593 4,630

スクールカウンセ
ラーに準ずる者
等の配置人数

59 20 114 487 829 1,091 1,181 1,176 1,131

計 1,122 1,369 1,477 1,578 2,083 3,066 4,012 4,772 5,321 5,769 5,761

斜線箇所はデータなし



0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学校

小学校

文部科学省委託調査研究「教員勤務実態調査（小・中学校）報告書」（平成１８年度）より作成

とても感じる わりと感じる

あまり感じない

まったく感じない

無回答・不明
どちらとも
いえない

38.1

34.0

36.8

36.6

14.0

16.5

8.5

9.1

2.4
0.1

3.5
0.2

あなた（教員）は、次のことをどのくらい感じますか －保護者や地域住民への対応が増えた－

２４

■ 教員を取り巻く状況（教員の保護者や地域住民への対応）



■ 指導が不適切な教員の認定者

（出典）文部科学省調べ ２５

認定者総数 ①19年度の研修対象者 ② 2 0 年
度 か ら（①＋②）

現 依 分 分 転 研 その他 の 研 修うち、19
場 願 限 限 任 修 対象者年 度 新 規
復 退 免 休 継認定者

定年退職 １帰 職 職 職 続
育児休業 １

371 130 268 87 85 5 16 2 71 2 103

指導が不適切な教員の認定者数の推移
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（６２）
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（６３）

認定者

研修対象者

指導が不適切な教員のうち
現場復帰または退職等した者

22

38
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111 115

92
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127
116

101
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39

18

0

50

100

150

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

退職等人数
現場復帰人数

※ 研修対象者（当該年度）については、１６年度より調査。

※ 年度の下のカッコは、指導が不適切な教員を認定する人事管理システムを導入し

ている県市の数を示す。



■ 幼稚園就園率の推移

（出典）文部科学省調べ

２６

（％）
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■ 各国の幼児教育の無償化を巡る状況

【連邦制のため、制度の在り方は州により異なる】
・ ３～５歳児を対象とした幼稚園は、基本的に有償。近年、４つの州・市で５歳児より段階的
に無償化を導入。

・ ６歳から基礎学校に入学し、義務教育となる。

ドイツ

・ ５歳児に対する幼児教育・保育を無償化。2005年より施行。
（大統領令に基づき低所得者層から順次実施）

・ ６歳から初等学校に入学し、義務教育となる。

韓 国

【連邦制のため、制度の在り方は州により異なる】
・ 主に５歳児を対象とした公立のキンダーガーテンは、無償。
・ 通常は６歳から小学校に入学し、義務教育となるが、一部の州ではキンダーガーテンを
義務化。

アメリカ

・ 主に３～５歳児を対象とした幼稚園は、９９％が公立であり、無償。
・ ６歳から小学校に入学し、義務教育となる。

フランス

・ ブレア前政権において、2004年度までに、全ての３、４歳児に対する幼児教育を無償化。
（1日２.５時間、週５日、年３８週分を無償に。）

・ ５歳から初等学校に入学し、義務教育となる。

イギリス

制度の概要国名

多くの諸外国においては、幼児教育の無償化の取組を開始

２７



軽

■ 特別支援教育の現状

小・中学校

障
害
の
程
度

重

通級による指導

特別支援学校
約5万8千人 0.54％

約11万3千人 1.05％

約4万5千人 0.42％
約22万人

2.00％

○通常の学級
LD・ADHD・高機能自閉症等

６．３％（約６８万人）の在籍率※

○特別支援学級

H19.5.1現在 義務教育段階のみ

平成９年度と平成１９年度の対象学齢児童生徒数の比較
通級による指導 22,312人増 （22,928人 → 45,240人）

特別支援学級 46,696人増 （66,681人 → 113,377人）

特別支援学校 9,536人増 （48,749人 → 58,285人）

（※平成14年文部科学省調査。学級担任を含む複数の教員により判断
された回答に基づくものであり、医師の診断によるものではない。）

２８

（参考：義務教育段階の全児童生徒数（1,082万人）【平成19年度】）



■ 日本語指導が必要な外国人児童生徒数

資料：文部科学省「日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入れ状況等に関する調査」
２９
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基本的方向３：教養と専門性を備えた知性豊かな人間を養成し、社会基本的方向３：教養と専門性を備えた知性豊かな人間を養成し、社会
の発展を支えるの発展を支える

関係資料関係資料



■ 大学・短期大学への進学率等の推移
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大学・短期大学への進学率は、年々上昇し、平成１７年度には、５０％を超えた。（現在５５．３％）
また、大学・短期大学への進学希望者（志願者）に対する、大学・短期大学への入学者の割合（収容力）は、近年上昇を続

けており、現在は９２％。
なお、大学・短期大学の学校数は、昭和３５年度の５２５校から、昭和６０年度の１,００９校、平成２０年度の１,１７０校と増加。

大学・短期大学への進学率は、年々上昇し、平成１７年度には、５０％を超えた。（現在５５．３％）
また、大学・短期大学への進学希望者（志願者）に対する、大学・短期大学への入学者の割合（収容力）は、近年上昇を続

けており、現在は９２％。
なお、大学・短期大学の学校数は、昭和３５年度の５２５校から、昭和６０年度の１,００９校、平成２０年度の１,１７０校と増加。

大学・短大の入学者数（万人） １８歳人口（万人）

進学率（％）

収容力（％）

１０.３％（Ｓ35）

２１.４％（Ｓ４４）

３６.３％（H元）

５５.３％（H２０）

５７.０％（Ｓ35）

６４.８％（Ｓ４４）
６３.８％（Ｈ元）

９２.０％（Ｈ２０）

昭和 平成

３１



■ 大学・大学院生の学習時間

３２

大学生の一人１日あたりの授業等にあてる学習時間は、３時間３０分。
それ以外の知識・教養を高める時間を含むと、４時間４分。

大学生の一人１日あたりの授業等にあてる学習時間は、３時間３０分。
それ以外の知識・教養を高める時間を含むと、４時間４分。

（出典）総務省「社会生活基本調査」(2006)を基に作成。
※ 高等教育関係サンプル数･･･短大・高専：2，324人 大学・大学院：5，141人

3時間30分4時間27分5時間27分5時間35分4時間41分
学業にあてる時間（授業、

予習・復習、塾）

4時間04分4時間59分6時間23分6時間30分5時間17分
学業以外の、知識・教養
を高める時間を含む平均

時間

大学・大学院短大・高専高等学校中学校小学校

１ 土日を含む一人1日あたりの平均時間

4時間28分5時間41分6時間45分7時間10分6時間19分
学業にあてる時間（授業、

予習・復習、塾）

5時間01分6時間14分7時間42分8時間04分6時間55分
学業以外の、知識・教養
を高める時間を含む平均

時間

大学・大学院短大・高専高等学校中学校小学校

２ 平日のみの一人1日あたりの平均時間



■ 日本の大学の国際的競争力

我が国の大学の研究者の論文数のシェアは世界第２位、論文が他の研究者に引用され
る回数のシェアは第４位である。

我が国の大学の研究者の論文数のシェアは世界第２位、論文が他の研究者に引用され
る回数のシェアは第４位である。

9.1%8.5%

31.3%

8.2%6.2%

36.6%

１位　米国

２位　日本

３位　ドイツ

４位　イギリス

５位　フランス

8.0%

7.1 %

11.4%
11.8%

46.5%
15.3%

１位　米国

２位　イギリス

３位　ドイツ

４位　日本

５位　フランス

○論文数のシェア（量の面） ○論文被引用回数のシェア（質の面）

日本 ２位

日本

４位

（ Thomson Scientific 「National Science Indicators 1981-2005」より）

３３



■ イギリスTIMES社による世界大学ランキング

評価指標（カッコ内の％は、総合点に占める比重）

①各国学者同士の評価（40％）
②企業等採用担当者による評価（10％）
③学生一人当たり教員比率（20％）
④教員一人当たり論文引用数（20％）
⑤外国人教員比率（5％）
⑥留学生比率（5％）

トップ２００大学のうち、我が国の大学は１０大学である。トップ２００大学のうち、我が国の大学は１０大学である。

◆この他に、200位以内に入っているのは、

東北大学（112位）
名古屋大学（120位）
九州大学（158位）
北海道大学（174位）
早稲田大学（180位）
神戸大学（199位）

◆上位10大学、我が国の大学及びアジア諸国の

大学の一部を掲載。

◆これは、イギリスの新聞社ＴＩＭＥＳの高等教育
専門紙が、以下の６項目に着目して、各大学を
評価し、順位付けしたもの。

2008年度
ランキング

大学名 国名
（参考）

2007年度

ランキング

1 ハーバード大学 アメリカ 1

2 エール大学 アメリカ 2

3 ケンブリッジ大学 イギリス 2

4 オックスフォード大学 イギリス 2

5 カリフォルニア工科大学 アメリカ 7

6 インペリアル・カレッジ・ロンドン イギリス 5

7 ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン イギリス 9

8 シカゴ大学 アメリカ 7

9 マサチューセッツ工科大学 アメリカ 10

10 コロンビア大学 アメリカ 11
…

19 東京大学 日本 17
…

25 京都大学 日本 25
…

26 香港大学 中国 18
…

30 シンガポール国立大学 シンガポール 33
…

44 大阪大学 日本 46
…

北京大学 中国 36

ソウル大学 韓国 51
…

61 東京工業大学 日本 90

50

３４



■ 若手研究者の状況
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テニュア テニュアトラック 非テニュアトラック

＊日本のデータ：文部科学省調べ（平成１７年）

＊＊米国のデータの出典：
科学技術政策研究所「基本計画の達成効果の評価のための調査」（平成16年３月）

米国 日本

役職別任期付教員割合の日米比較

92.6%
(60139人)

92.7%
(35312人)

81.7%
(16718人)

77.3%
（28,535人）

7.4%
(4801人)

7.3%
(2764人)

18.3%
(3733人)

22.7%
(8369人)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

助手

講師

助教授

教授

終身雇用 任期付

【テニュアトラック制】任期付で自立的な環境で研究実績を
積み重ね、審査試験に合格後、終身雇用の職を取得する
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（出典）文部科学省「学校教員統計調査報告書」
※平成１９年度調査は中間報告値 （各年１０月１日現在の

数値）

（注） 全体：本務教員のうち３７歳以下の若手教員の割合

男：男性本務教員のうち３７歳以下の男性若手教員の割合

女：女性本身教員のうち３７歳以下の女性若手教員の割合

■ 大学における若手教員の状況
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＜備考＞

「総務省 科学技術研究調査報告」（日本：平成19年時点）、「OECD “Main 
Science and Technology Indicators2007/2”」（韓国：平成18年時点）

「Eurostat 2007/01」（イタリア・フランス：平成16年時点、ドイツ：平成15年時点）

「European Commission “Key Figures2002”」（英国：平成12年時点）

「NSF Science and Engineering Indicators 2006」（米国：平成15年時点）

女性研究者数及び比率の推移女性研究者数及び比率の推移 各国における女性研究者の割合各国における女性研究者の割合
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■ 女性研究者の状況
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OECD各国平均 6.9

「留学生」とは、受入国に永住・
定住していない学生を指す。

※１ 「留学生」とは、高等教育
の直前の教育段階を他国で受
けた学生を指す。

※２ 特定のプログラムが含ま
れていないため、表の数値は
実際よりも低い。

（出典）OECD「図表でみる教育～
OECDインディケーター２００８」

日本は、高等教育機関在学者に占める留学生の割合は諸外国に比べ少ない。日本は、高等教育機関在学者に占める留学生の割合は諸外国に比べ少ない。

３８

■ 高等教育機関の留学生・外国人教員の国際比較

○日本の大学における外国人教員の割合

６．８％
（11,160/163,765)

７．５％
（8,908/118,268）

５．０％
（599/11.881）

４．９％
（１,653/33,616）

兼務者
（外国人教員/大学全体の教員数）

３．５％
（5,735/164,473）

４．２％
（3,851/92,018）

３．２％
（381/11,743）

２．５％
（1,503/60,712）

本務者
（外国人教員/大学全体の教員数）

合計私立公立国立

○主要国における留学生割合



■ 地方大学の地域経済への貢献

○県内での経済効果

生産誘発効果 ４００億円４００億円 ～～ ７００億円７００億円
雇用創出数 ６，０００人６，０００人 ～～ ９，０００人９，０００人

大学の教育研究の継続性から、その経済波及効果は経済波及効果は持続的かつ安定的持続的かつ安定的に生じる

〈参考〉大学以外の経済効果

県域内への効果 生産誘発額 雇用創出数

九州新幹線
開業による効果 １６６億円 -

東北地方
プロ野球チーム ９７億円 ８７６人

九州地方
Ｊ１リーグ・サッカー

チーム
２４億円 -

生産誘発額 雇用創出数
税収効果

（上段：県税）
（下段：県内市町村税）

東北地方
中規模総合大学 ４０７億円 ６，７８３人

４．２億円
３．１億円

関東地方
中規模総合大学 ５９７億円 ９，１１４人

５．２億円
４．３億円

近畿地方
中規模総合大学 ４２８億円 ６，８９５人

３．７億円
３．０億円

中国地方
中規模総合大学 ６６７億円 ９，００７人

５．６億円
５．０億円

【効果の大きい産業の例】
商業［卸売や小売店］、 不動産［住宅賃貸、仲介業など］、 化学製品［製薬メーカーなど］、
対個人サービス［飲食店、ホテル、娯楽サービスなど］、食料品［食品や酒類の製造など］、
運輸［バス、タクシー、トラック運送、鉄道など］

日本経済研究所「地方大学が地域に及ぼす経済効果分析」（平成１９年３月）

【事例】 地方国立大学の経済効果

１大学当たり
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経済財政運営と構造改革に関する基本方針経済財政運営と構造改革に関する基本方針
2006(2006(平成平成1818年年77月閣議決定月閣議決定))(要約)

第３章 財政健全化への取組
１．歳出・歳入一体改革に向けた取組

上記の歳出改革の内容を2007年度からの５年
間に計画的に実施していく必要。
ただし、その時々の経済社会情勢に配慮し

つつ、基礎的財政収支の黒字化目標の達成に
向けた現実的な対応をとるため、2011年度ま
でにとるべき歳出改革の内容について、毎年
度、必要な検証・見直し。

「私学助成予算について以下の見直しを行う。
定員割れ私学については、助成額の更なる

削減など経営効率化を促す仕組みを一層強化
するとともに、学生数の減少に応じた削減を
行うことにより、施設整備に対する補助を含
めた各年度の予算額を名目値で対前年度比▲
１％（年率）とすることを基本とする。」

「国立大学運営費交付金について、効率化
ルールを徹底し、各年度の予算額を名目値
で対前年度比▲１％（年率）とする。」

国立大学運営費交付金予算額（単位：億円）

12,214

12,043

11,813

12,317

11,500
11,600
11,700
11,800
11,900
12,000
12,100
12,200
12,300
12,400

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

私立大学等経常費補助金予算額（単位：億円）

3,292

3,312

3,280

3,248

3,200

3,220

3,240

3,260

3,280

3,300

3,320

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

■ 基盤的経費の状況

４０

※小数点以下切捨て

※小数点以下切捨て



■ 科学研究費補助金における間接経費の導入状況

４１

（例示）

■研究費の機関管理に必要な専門の事務
スタッフの配置費用

■研究棟などの施設整備のための費用（大
型計算機棟、図書館、学内共通設備の整
備・維持・管理費用）

■その他（特許関連経費、雑役務費、通信
運搬費、光熱水費）

☆研究環境の整備のために必要な経費

（例示）

■研究費の機関管理に必要な専門の事務
スタッフの配置費用

■研究棟などの施設整備のための費用（大
型計算機棟、図書館、学内共通設備の整
備・維持・管理費用）

■その他（特許関連経費、雑役務費、通信
運搬費、光熱水費）

☆研究環境の整備のために必要な経費

科研費などの競争的資金を獲得した
研究者の研究開発環境の改善や研究
機関全体の機能向上に活用するため、
研究機関に交付される経費で、研究
機関の長の裁量により執行することが
できる。

間 接 経 費 と は

◆ 間接経費未措置の研究種目 （４種目）

◆ 間接経費措置済みの研究種目

☆研究種目毎の間接経費

研究種目

特別推進研究
新学術領域研究
基盤研究（S）
基盤研究（A）
基盤研究（B）
基盤研究（C）
若手研究（S）
若手研究（A）
若手研究（B）
若手研究（ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ）
学術創成研究費

研究種目

特定領域研究
萌芽研究
特別研究促進費
特別研究員奨励費
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(2006)

ドイツ

(2006)

フランス
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イギリス

(2005)

EU-15

(2005)

EU-25

(2005)

研究関係従業者数

（研究支援者を含む）

研究支援者数

EU-27

(2005)

注）１．国際比較を行うため、各国とも人文・社会科学を含めている。
２．ＥＵ-15とEU-25はＯＥＣＤの推計値である。
３．研究支援者とは、研究者を補助する者、研究に付随する技術的サービスを行う者及び研究事務に従事する者で、日本では研究補助者、

技能者及び研究事務その他の関係者である。

（出典）日本は総務省統計局「科学技術研究調査報告」、その他はＯＥＣＤ「Main Science and Technology Indicators」

（万人）

■ 主要国における研究者１人当たりの研究支援者数
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※必要面積：教育研究環境の一定の水準を確保するため、学生・教職員数等に基づいて算出された目安となる面積

（万㎡）

必要面積

保有面積
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■ 国立大学法人等施設の狭隘の状況

国立大学法人等の保有面積は、需要に応じて増加しているものの、教育研究を行
うために必要と考えられる面積の９割程度にとどまっている。

国立大学法人等の保有面積は、需要に応じて増加しているものの、教育研究を行
うために必要と考えられる面積の９割程度にとどまっている。

国立大学法人等施設の必要面積、保有面積の推移
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■ 国立大学等の施設・設備①

国立大学等の施設の状況（老朽化等）

0

100

200

300

400

500

S33以前 S34～S38 S39～S43 S44～S48 S49～S53 S54～S58 S59～S63 S64～H5 H6～H10 H11～H15 H16～

面積
（万㎡）

旧耐震基準（～S56）
　※うち、耐震性が欠ける施設約５５０万㎡（約２２％）

（H20.5.1現在）

　・国立大学法人等の施設は約２，５８０万㎡
　・経年２５年以上の施設　　と　　は約１，４７０万㎡（約５７％）
　　うち、未改修の老朽施設 　　は約７６０万㎡（保有施設の約３割弱）

改修済

老朽施設

経年25年未満

国立大学等の施設の状況（老朽化等）

国立大学法人等の老朽施設は、改修整備が進んだことにより改善しているものの、依然と
して保有施設の約３割が未改修の老朽施設となっている。

国立大学法人等の老朽施設は、改修整備が進んだことにより改善しているものの、依然と
して保有施設の約３割が未改修の老朽施設となっている。

４４



全国共同利用：大学の枠を越えて全国の当該分野における研究者の共同利用に供し、研究等に資する。
学内共同利用：学内の研究者の共同利用に供し、研究等に資する。

国立大学・大学共同利用機関における学術研究設備の経過年数
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（調査：H17.1現在）

４５

■ 国立大学等の施設・設備②



基本的方向４：子どもたちの安全・安心を確保するとともに、基本的方向４：子どもたちの安全・安心を確保するとともに、
質の高い教育環境を整備する質の高い教育環境を整備する

関係資料関係資料



■ 公立小中学校施設の耐震化の状況（平成20年4月1日現在）

公立の小中学校施設全体の３７．７％が「耐震性なし」か「耐震診断未実施」。公立の小中学校施設全体の３７．７％が「耐震性なし」か「耐震診断未実施」。

文部科学省調べ ４７

耐震性なし＋未診断

47,949棟（37.7%)

耐震性あり

79,215棟（62.3%)

全体棟数
127,164棟

　特に危険性の高いもの
（Ｉｓ値０．３未満）

約１万棟昭和57(1982)年以降の建物
　48,845棟（38.4％）

耐震性がある建物(改修済みを含む)
30,370棟(23.9％)

耐震性がない建物で未改修のもの
　43,109棟(33.9％)

耐震診断未実施建物
4,840棟(3.8％)



（％）

66.9

36.3

33.5

31.9

30.7

15.1

9.7

9.1

7.5

6.8

5.1

0 20 40 60 80

地域内での子どもの安全を確保するための活動をする

異なる考えを持った人たちや年齢の人たちとの交流

地域の歴史や文化、自然を体験したり学ぶ機会を増やす

文化やスポーツなど、子どもの個性を伸ばす教育を強化する

子どもに礼儀やしつけをしっかりと教える

保護者・地域住民の地域の活動への参加を増やす

保護者・地域住民の学校行事への参加を増やす

学校が保護者・地域住民へ学校施設等を開放する機会を増やす

子どもの学力を伸ばすための活動を強化する

大人の余暇時間を増やす

わからない

※上記グラフの項目の中から多いものを３つまで選択。

（出典）「地域の教育力に関する実態調査」（平成18年：調査期間は平成17年10月～11月中旬）

■ 子どもが健やかに育まれるために地域で力を入れるべきこと
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措置率(%)
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160地方債残高(兆円)

一般財源化された小・中学校の教材費・旅費とも、地方財政が厳しくなるのに伴い、地方交付税積算額を下回った予
算措置しかされていない

教材費・旅費が一般財源化
・平成18年度教材費は、基準財政需要額（813億円）の65.5%
・平成18年度旅費は、教職員一人当たりに係る交付税積算単
価（72,300円）の67.9%

教材費
(%)

旅費
(%)

地方債残高
（兆円）

■ 小・中学校の教材費・旅費の措置率
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■ 小・中・高等学校における教育の情報化（国際比較）

全体 １００％初等学校 ８０％
中等学校 ８８％

※インターネットに接続

しているコンピュータの割合

小学校 ９３％

中等学校 ９５％
全体 ９４％

小学校 ５０.４％
中学校 ５２.８％
高等学校 ８０.２％
全体 ５６.２％

校内ＬＡＮ
整備率

韓国イギリスアメリカ日本

（２Mbps以上） ９６%
(１０Mbps以上） ４５％

(平均速度）

初等学校 ２．３Mbps

中等学校 ８．６Mbps

（1.5Ｍbps以上）

小学校 ９７％

中等学校 ９９％

全体 ９５％

（30Mbps以上）
小学校 ３５．８％

中学校 ３７．７％

高等学校 ２５．５％
全体 ３５．０％

（超）高速
インターネット
接続率

小学校 ７．２人
中等学校 ６．１人
高等学校 ３．８人

全体 ５．７人

初等学校 ５．２人
中等学校 ３．６人

小学校 ４．１人
中等学校 ３．３人
全体 ３．８人

小学校 ８.９人
中学校 ６.７人
高等学校 ５.５人
全体 ７.３人

コンピュータ
１台当たりの
児童生徒数

2005.122006.92005秋2007.3調査年月

出典 （アメリカ）U.S. Department of Education: Internet Access in U.S. Public Schools and Classrooms: 1994–2005
（イギリス）BESA: Information and Communication Technology in UK State Schools September 2006
(韓国）KEDI: Brief Statistics On Korean Education 2005

MOHRD: 2006 Adapting Education to the Information Age ５０



■ 私立大学等経常費補助金の推移

単位：億円

45 50 55 60 元 5 10 13 14 15 16 17 18 19 20

一般補助 132 990 2,532 2,333.5 2,258.5 2,258.5 2,255.5 2,255.5 2,225.5 2,205.5 2,198.5 2,193.8 2,203.8 2,167.8 2,136.0

特別補助 0 17 73 105 228 397 695 887 972 1,012 1,064 1,098.7 1,108.7 1,112.7 1,112.7

合　　計 132 1,007 2,605 2,438.5 2,486.5 2,655.5 2,950.5 3,142.5 3,197.5 3,217.5 3,262.5 3,292.5 3,312.5 3,280.5 3,248.7

132

0

990

17
2532

73

2333.5

105

2258.5

228

2258.5

397

2255.5

695

2255.5

887

2225.5

972

2205.5

1012

2198.5

1064

2193.8

1098.7

2203.8

1108.7

2167.79

1112.71

2135.97

1112.71

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

45 50 55 60 元 5 10 13 14 15 16 17 18 19 20

特別補助

一般補助

（出典）文部科学省調べ

（年度）

（億円）
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■ 大学型高等教育における国公立教育機関の平均授業料と公的貸与補助または
給付補助を受けている学生の割合との関係（2004～2005年度）

日本は、授業料が高いにも関わらず、奨学金を受けている学生の割合が少ない
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■ 高等教育への公財政教育支出に占める給与補助（家計への給与奨学金などの割合）

（％）
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高校卒業後の予定進路（両親年収別）

33.9

6.6

10.815.8

20.2
29.1

11.1

15.7

18.6

19.8

20.7

10.7 8.8 10.3

9.5 8.0

60.7

55.4

48.0

44.6

5.6 6.6
7.3

13.7

8.5

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

400万円以下 600万円以下 800万円以下 1000万円以下 1000万円超

就職など 専門学校 短期大学 ４年制大学 受験浪人・未定

注3）無回答を除く。「就職など」には就職進学、アルバイト、海外の大学・学校、家業手伝い、家事手伝い・主婦、その他を含む。専門学校には各種学校を含む。

（出典）東京大学大学院教育学研究科 大学経営・政策研究センター「高校生の進路追跡調査 第1次報告書」（2007年9月）

(%)

注1）日本全国から無作為に選ばれた高校3年生4,000人とその保護者4,000が調査対象。

注2）両親年収は、父母それぞれの税込年収に中央値を割り当て（例：「500～700万円未満」なら600万円）、合計したもの。

■ 両親の年収と高校卒業後の進路との関係

両親の年収が少ないほど、4年制大学進学率が低く、逆に就職する割合が高い。両親の年収が少ないほど、4年制大学進学率が低く、逆に就職する割合が高い。
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教育投資の現状について

関係資料



■ 教育投資における公財政支出の対GDP比の現状

0.9%1.1%0.9%1.0%1.1%0.5%

ドイツフランスイギリスアメリカＯＥＣＤ平均日本

2.8%3.8%3.8%3.5%3.5%2.6%

ドイツフランスイギリスアメリカＯＥＣＤ平均日本

4.2%5.6%5.0%4.8%5.0%3.4%

ドイツフランスイギリスアメリカＯＥＣＤ平均日本

○全教育段階

○初等中等教育段階

○高等教育段階

0.4%0.7%0.3%0.3%0.3%0.1%

ドイツフランスイギリスアメリカＯＥＣＤ平均日本

○就学前教育段階

※社会教育費は含まれていない

資料：『図表でみる教育 ＯＥＣＤインディケータ（2008年版）』(一部文部科学省算出値) 
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■ 一人あたりの教育支出及び公私費負担割合の現状

11,5127,0654,888O E C D 平 均

12,3267,3434,174日 本

24,3709,7698,301ア メ リ カ

高等教育段階初等中等教育段階就学前教育段階

12,4467,0395,508ド イ ツ

10.9957,4564,817フ ラ ン ス

13,5066,8886,420イ ギ リ ス

（１）一人あたり教育費支出

（２）公私負担割合【収入ベース】

○初等中等教育段階 ○高等教育段階

資料：ＯＥＣＤ「図表でみる教育～ＯＥＣＤインディケータ2008」

○就学前教育段階

※「x」は私費合計に含むことを、「n」は0又は無視できる数値であることを示す。

(x)

(n)

(n)

(x)

－

17.3%

(x)

4.5%

7.1%

(x)

－

38.4%

その他
の私的
部門

家計

負担

私費

合計

27.9%72.1%ドイツ

4.5%95.5%フランス

7.1%92.9%イギリス

23.8%76.2%アメリカ

19.8%80.2%ＯＥＣＤ
平均

55.7%44.3%日本

私費負担

公財政

支出

(x)

(n)

(n)

(x)

－

17.3%

(x)

4.5%

7.1%

(x)

－

38.4%

その他
の私的
部門

家計

負担

私費

合計

27.9%72.1%ドイツ

4.5%95.5%フランス

7.1%92.9%イギリス

23.8%76.2%アメリカ

19.8%80.2%ＯＥＣＤ
平均

55.7%44.3%日本

私費負担

公財政

支出

16.2%

1.3%

3.9%

(x)

－

2.3%

2.1%

6.2%

13.1%

(x)

－

7.6%

その他
の私的
部門

家計
負担

私費
合計

18.2%81.8%ドイツ

7.5%92.5%フランス

17.0%83.0%イギリス

9.0%91.0%アメリカ

8.5%91.5%ＯＥＣＤ
平均

9.9%90.1%日本

私費負担

公財政

支出

16.2%

1.3%

3.9%

(x)

－

2.3%

2.1%

6.2%

13.1%

(x)

－

7.6%

その他
の私的
部門

家計
負担

私費
合計

18.2%81.8%ドイツ

7.5%92.5%フランス

17.0%83.0%イギリス

9.0%91.0%アメリカ

8.5%91.5%ＯＥＣＤ
平均

9.9%90.1%日本

私費負担

公財政

支出

(x)

6.1%

8.4%

29.2%

－

12.9%

(x)

10.3%

24.6%

36.1%

－

53.4%

その他
の私的
部門

家計

負担

私費
合計

14.7%85.3%ドイツ

16.4%83.6%フランス

33.1%66.9%イギリス

65.3%34.7%アメリカ

26.9%73.1%ＯＥＣＤ
平均

66.3%33.7%日本

私費負担

公財政

支出

(x)

6.1%

8.4%

29.2%

－

12.9%

(x)

10.3%

24.6%

36.1%

－

53.4%

その他
の私的
部門

家計

負担

私費
合計

14.7%85.3%ドイツ

16.4%83.6%フランス

33.1%66.9%イギリス

65.3%34.7%アメリカ

26.9%73.1%ＯＥＣＤ
平均

66.3%33.7%日本

私費負担

公財政

支出

※データの算出方法が前年度より収入ベースに変更が生じていることから、単純に一人あたり教育支出に公私負担割合を当てはめることはできない。

『図表でみる教育 ＯＥＣＤインディケータ（2008年版）』より作成

（米ドル）
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■ 歳出改革等と教育振興基本計画の関係

５８

歳出改革（19～23年度）
　○文教予算(物件費)の伸び、対前年度＋０．１％以内に抑制
　○義務教育費国庫負担金　：教職員定数の自然減、教員給与の優遇分の縮減等
　○国立大学法人運営費交付金　：前年度比△１％
　○私学助成　：前年度比△１％（施設整備補助を含む）
　○科学技術　：＋１．１％～経済成長の範囲内

総人件費改革（18～22年度）
　○教員：児童生徒の減少に見合う数を上回る数の純減等
　　　　（行革推進法第55、56条）
　○国立大学法人役職員等：人件費を５年間で５％相当額削減
　　　　（行革推進法第53、54条）

１９年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度１８年度 ２４年度２０年度

歳出改革

教育振興基本計画

総人件費改革



■ 国及び地方財政に占める教育関係費の状況

政府の
一般会計予算

83.1兆円

政府の
一般歳出
47.3兆円

文教予算等 43,183億円【一般歳出比9.1%】

■文教予算 39,395億円
・義務教育費国庫負担金 16,796億円
・国立大学法人運営費交付金 11,813億円
・その他教育振興助成費 8,228億円
・文教施設費 1,056億円
・育英事業費 1,502億円

■競争的資金（文部科学省分） 3,788億円

○国の財政の構成（平成20年度）

地方財政の
総額

89.2兆円

公債費を除いた
総額

75.9兆円

教育関係費（国庫補助金を除く）
13.8兆円

【公債費を除いた決算比 18.2%】

■学校教育費（公立大学を含む） 11兆4,126億円
・うち人件費 8兆5,985億円
・うち土地費、建築費等 1兆 400億円

■社会教育費 1兆3,386億円
■教育行政費 9,490億円
■生涯学習関連費 1,159億円

○地方財政の構成（平成18年度）

国の財政は文部科学省調べ、地方財政は総務省「平成20年版地方財政白書」、文部科学省「平成19年度地方教育費調査報告書(中間報告)」より作成

文部科学省予算5.3兆円
【一般歳出比 11.2%】
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54,413 54,965 57,324 57,796 57,747 54,951 51,190 47,568 42,845

144,184 141,124 138,722 140,022 137,519
134,687

134,060 135,698
138,161

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

国の教育関係予算 地方の教育関係予算（国庫補助金を除く）

○国と地方の教育関係費の割合（イメージ）

国 地 方

4.3兆円
(23.8％)

13.8兆円
(76.2％)

教育
関係費

18.1兆円
※国の教育関係費は平成20年度予算ベース、地方の教育関係費は平成18年度決算ベースである

○国と地方の教育関係費全体額の推移

（億円）

198,597 196,089 196,046 197,818 195,266 189,638
185,250 183,266

文部科学省「平成19年度地方教育費調査報告書（中間報告）」より作成

■ 教育財政全体に占める国・地方の教育関係費の状況

181,006
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